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平 成 ２ ５ 会 計 年 度 事 業 計 画 

区   分 業 務 別 計 画 

１ 放送大学を設
置し，これを運営
することに関す
る事項 
 

（１）学生の募集等  
  以下のとおり平成２５年度第２学期及び平成２６年度第１学期学生募集を行い，入学者の決定を行う。 
                                           （単位：人） 

区  分 
入学 
定員 

募集期間等 

 
 
 
 
教養学部 
 
 

平成25年度第2学期 
全科履修生 

15,000 
（ネット出願）６月 １日～８月３１日 
（郵送出願）６月１５日～８月３１日 平成25年度第2学期 

選科履修生，科目履修生 
40,000 

平成26年度第1学期 
全科履修生 

15,000 
（ネット出願）１１月１５日～２月２８日 
（郵送出願）１２月  １日～２月２８日 平成26年度第1学期 

選科履修生，科目履修生 
40,000 

平成25年度 
集中科目履修生 

―  ５月 １日～ ５月３１日 

 
 
大学院 
文化科学 
研究科 
 
 

平成26年度 
修士全科生   

500 

8/16～8/30 募集期間 
10/6    第１次選考（筆記試験） 
11/23,24  第２次選考（面接試問） 
12/13    最終合格者決定 

平成25年度第2学期 
修士選科生，修士科目生 

11,000 
（ネット出願）６月 １日～８月３１日 
（郵送出願）６月１５日～８月３１日 

平成26年度第1学期 
修士選科生，修士科目生 

11,000 
（ネット出願）１１月１５日～２月２８日 
（郵送出願）１２月 １日～２月２８日 

（注）募集期間等は予定である。 
 
   なお，学費については下記のとおりとする。   
①教養学部 

学生の種類 入学料 授業料 

全科履修生 24,000円 

1単位 
当たり 
5,500円 

選科履修生 9,000円 

科目履修生 7,000円 

集中科目履修生 5,000円 

 
②大学院文化科学研究科  
学生の種類 検定料 入学料 授業料 研究指導料 臨床心理実習費 

修士全科生 30,000円 48,000円 
1単位 
当たり 
11,000円 

1年間に
つき

88,000円 
20,000円 

修士選科生 
― 

18,000円 
― ― 

修士科目生 14,000円 
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（２）学生の教育等  
 
  ① 学生に対して放送授業，面接授業，通信指導，研究指導，単位認定試験等を実施する。 
 

放送授業 

・平成２５年 ４月 １日～ ４月２８日 
 平成２５年 ５月 ６日～ ７月２１日 
 
・平成２５年１０月 １日～１２月２８日 
 平成２６年 １月 ５日～ １月２０日 
 
・第１学期，第２学期ともに，学部２７３科目，大学院７０科目を放送  
    
 
・ 平成25年4月29日～5月5日及び平成25年12月29日～26年1月4日を「ゆとりの期
間」として，また，平成25年7月22日～9月30日及び平成26年1月21日～3月31日を「集
中放送授業期間」として，特別講義を放送するほか，授業番組の一部を再放送 
・ なお，集中放送授業期間,ゆとりの期間（年末・年始）には，「司書教諭資格取得に資する
科目」（５科目），「看護師資格取得に資する科目」（６科目）,「教員免許更新講習に関する科
目」（７科目）も放送   

面接授業 

・学習センター等で直接教員（客員・非常勤教員を含む。）が指導を実施（ス
クーリング） 
 
・面接授業の開講期間 
 １学期 平成２５年４月～８月 
 ２学期 平成２５年１０月～平成２６年２月 
 ※面接授業は８５分の授業を８回実施 

通信指導 

通信指導提出期限 
（第1学期） 
（第2学期） 
〔（集中科目履修生） 

 
平成２５年 ６月４日 
平成２５年１１月２９日  
平成２５年８月１６日 〕 

研究指導 
（大学院） 

・研究指導並びに第２年次の学生については修士論文等の審査を実施 

単位認定試験 

・教養学部 
（第1学期）平成25年7月26日～8月3日 
（第2学期）平成26年1月26日～2月2日 

 
・集中科目履修生  
 「司書教諭資格取得に資する科目」 平成25年10月 18日  単位認定レポート提出期限 
 「看護師資格取得に資する科目」 平成25年  9月27日，28日 
 

・大学院文化科学研究科 
（第1学期）平成25年7月25日～27日 
（第2学期）平成26年1月24日～25日 

 
  ② 各種資格の取得に資する教育を実施する。 
    専修免許状，特別支援学校の教諭免許状，栄養教論免許状，看護師資格など 
 
  ③ 特定の科目群を履修し単位取得した学生に認証状を発行・授与する科目群履修認証制度を推進す

る。 
 
④ 他大学・専修学校等との単位互換・連携協力を推進する。  

 
  ⑤ 高等学校との連携協力を推進する。 
 

１５週間 

１５週間 
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  ⑥ 教員免許更新講習を実施する。 
 
  ⑦ 海外の遠隔高等教育機関との国際交流を推進する。 
 
 
（３）大学院博士課程の設置認可申請 
   大学院博士課程の設置認可申請（平成２６年４月設置，平成２６年１０月学生受入）を行う。 
 
 
（４）教材の作成  
 
  ① 新たに開設する授業科目の放送教材及び印刷教材を作成するとともに，特別講義を制作する。 
    なお，放送教材については，ハイビジョン番組として制作する。 
 
  ② 特別講義の一部の番組について，番組に連動したデータ放送用コンテンツを制作する。 
 
  ③ 聴覚障害者等による受講の便宜を図るため，字幕番組を制作する。 
 
  ④ 放送教材の二次利用等の円滑化に資するため，教材作成段階において著作権処理について十分配慮

するとともに，著作権処理データベースを運用し，著作権処理業務を適切に実施する。 
 
  ⑤ 放送教材の作成にあたっては効率的な執行に努める。 
 
 
（５）学習センターの運営  
   全国各地の学習者の身近な場所において面接による授業等を行うため，学習センターの運営を行
う。また，面接授業受講機会の充実及び講義室の有効活用等に努める。 

 
  ① 面接授業の実施等   
 
  ② 単位認定試験の実施  
 
  ③ ＤＶＤ・ＣＤ等による再視聴学習機会の提供  
 
  ④ 学習支援  
    再視聴の受付，図書の貸出，学習相談，証明書の発行等 
 
  ⑤ 当該地域の広報活動・学生募集活動  
 
 
（６）施設設備の整備 
 
  ① 本部施設及び東京送信所の特別修繕を行う。 
 
② 教育研究に必要な設備等の整備及び図書・学術雑誌の充実を図る。 

 
 
（７）授業評価の実施  
   授業内容の質的な充実を図るため，学生等による授業評価を実施する。 
   また，学部･大学院の教育方法改善を図るため，ＦＤ（Faculty Development）を実施する。 
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（８）ＩＣＴ活用教育の推進  
 
  ① ＩＣＴ活用教育のための教材開発や授業実施のための情報提供等を行い，本学における教育の質向

上とＩＣＴ活用教育の導入・推進を図る。   
   ・本学で活用するツール・システムの普及と必要な機能拡張 
   ・オンライン学習大学ネットワークを介したｅラーニング教材等の提供 
   ・国内外の学習資源の流通・共有化の推進 
 
  ② 学生の情報リテラシー向上のため，全学習センターで面接授業等による情報リテラシー教育を実施

する。  
 
  ③ 海外のＩＣＴ活用教育推進機関などと連携するとともに，国際シンポジウムを開催する。 
 
  ④ 総合研究大学院大学との連携を図り，同大学文化科学研究科メディア社会文化専攻に現に在籍する

大学院生の指導を通じて，この分野における人材育成に協力する。  
 
 

２ 放送大学にお
ける教育に必要
な放送の実施に
関する事項 
 

（１）放送の実施  
   地上デジタルテレビ放送（東京放送局及び前橋放送局），ＦＭ放送（東京放送局及び前橋放送局），Ｂ
Ｓデジタルテレビ放送及びラジオ放送により，次のように授業番組等を放送する。 

   また，地上デジタルテレビ放送及びＢＳデジタルテレビ放送においては，ハイビジョン放送，マルチ
編成及びデータ放送を実施する。 

 
  ① 番組編成期間及び放送時間  
   ・地上デジタルテレビ放送第１チャンネル及びＦＭ放送，ＢＳデジタルテレビ放送第１チャンネル，

ＢＳデジタルラジオ放送 
番組編成期間 放送時間 

 
放送授業期間（第１学期） 
平成25年  4月1日～ 4月28日 
平成25年  5月6日～ 7月21日 

テレビ 
日曜及び月曜 午前6時から翌午前0時15分まで 
火曜     午前6時から翌午前2時15分まで 
水曜から土曜 午前5時15分から翌午前2時15分まで 
 
ラジオ 
日曜及び月曜 午前6時から翌午前0時15分まで 
火曜から土曜 午前6時から翌午前0時まで 

 
放送授業期間（第２学期） 
平成25年10月1日～12月28日 
平成26年  1月5日～ 1月20日 

ゆとりの期間 
  平成25年4月29日～5月5日 
  平成25年12月29日 
     ～平成26年1月4日 日曜及び月曜 午前6時から翌午前0時15分まで 

火曜から土曜 午前6時から翌午前0時まで 
集中放送授業期間 

  平成25年7月22日～9月30日  
  平成26年1月21日～3月31日 

 
   ・地上デジタルテレビ放送第２チャンネル・第３チャンネル及びＢＳデジタルテレビ放送第２チャン

ネル・第３チャンネル   
番組編成期間及び放送時間 

          午後1時から午後2時30分まで 
    毎日           及び 
          午後8時45分から午後11時まで 
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 ② 番組の種類  

番 組 名 番 組 内 容 

授 
業 
番 
組 

授業番組 放送大学が放送教材として使用する番組 

特別講義 
各学問分野等の第一人者が，それぞれの専門につ
いて，自由にあるいはさらに深く掘り下げて講義
する番組 

告 
知 
番 
組 

大学の窓 
大学からの各種お知らせや学習に役立つ情報を
提供する番組 

特別番組 
学習を進める上で参考になる話題，行事等をさま
ざまな形で放送する番組 

あなたの知りたい放送大学 放送大学での学びを分かりやすく紹介する番組 

もう一度みたい名講義 
～放送大学アーカイブス～ 

過去の名講義を改めて紹介することで，放送大学
で学ぶことの意義と魅力を伝える番組 

 
（２）放送設備の整備等  
 
① 安定した放送を確保するため，主調整室の補修，テレビ番組送出サーバーの整備等を行うとともに，
放送関連施設及び機器の保全・管理等を行う。 

 
② 電波伝搬障害を回避するため，無線設備を勝どき五丁目地区市街地再開発組合から無償で譲り受ける
など，必要な整備を行う。 

 
③ 花見川固定局が設置されている敷地を，千葉県企業庁から無償で譲り受ける。 

 
 

３ 前２号に掲げ
る業務に附帯す
る業務に関する
事項 
 

（１）広報活動の実施   
   放送大学の周知を図るとともに，学生募集活動に資するため，広報資料の作成・配布及び広告等の広
報活動を行う。 

   また，学生確保戦略を策定し，学生の学習支援・サービス改革を進めるとともに，一般学生及び集団
での学生確保を図る。 

 
  ① 放送大学の周知に係る広報活動を行う。  
    ・ホームページの充実 
    ・新聞，テレビ，雑誌，インターネット等のメディアを活用した広報の実施 
    ・各種イベントへの参加 
    ・公開講演会（各学習センター）の実施                           

・図書館所蔵コレクション展の実施 
 
  ② 平成２５年度第２学期及び平成２６年度第１学期学生募集に係る広報活動を行う。 
    ・学生募集ポスター，学生募集リーフレット，その他広報資料の作成 
    ・新聞，テレビ，雑誌，インターネット等のメディアを活用した学生募集広告の実施 
    ・学生サポートセンターによる資料請求者へのフォローコールの実施 
    ・オープンキャンパス及び個別相談会（各学習センター）の実施 
    ・生涯学習センター等公共機関への資料配付協力要請 
    ・関係府省庁の刊行物，各自治体広報誌及びホームページの活用 
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（２）調査研究の実施  
 

① 放送番組の編成に対する視聴者ニーズや一般的な視聴・受信状況の把握に資する調査を実施し，
その結果の活用を図る。（視聴状況調査） 

 
② ＢＳデジタル放送の視聴実態調査，メディアに関する技術調査等を行い，学園の今後のメディア
活用の在り方について調査研究を行う。（総合的なメディア活用の在り方に関する調査研究） 

 
 
（３）事務電算システムの運用等  
   人事・給与システム，財務・会計システム，教務情報システム（システムWAKABA），図書システム，
大学院研究指導支援システム，情報基盤システム，電子会議システム，文書管理システム等の運用・管
理を行う。 

 
 
（４）インターネット配信  
   学生の利便性の向上等に資するため，放送による授業の補完として，ラジオ授業科目のうち可能なも
のについてインターネット配信を実施する。また，テレビ授業科目のインターネット配信実験を実施す
る。 

 
 
（５）特別修繕準備金 
   特別修繕準備金から130,000,000円を取り崩して特別修繕費に充てる。  
 
 

４ その他学園の
行う業務に関す
る事項 
 

（１）学生等の受信環境の向上のため，ケーブルテレビ事業者による再放送の拡充に努める。 
 
 
（２）社会のニーズや環境の変化等を踏まえ，教育機能の強化・充実や業務運営の効率化等必要な改善を図
る。 

  
 



 

 

 
 
 
 
 
 
 

添 付 書 類 

 
 
 

１．平成 25 会計年度予定貸借対照表 
 
２．平成 25 会計年度予定損益計算書 
 
３．平成 24 会計年度予定貸借対照表 
 
４．平成 24 会計年度予定損益計算書 
 
５．平成 24 会計年度業務報告書 
 
６．他の団体等に対して出資を行う場合における当該団体等の名称等（該当なし） 
 
７．平成 25 会計年度収入支出予算 

 



 



資　　産　　の　　部
（単位：千円）

Ⅰ

１

6,171,478

17,112,842

△ 5,325,417 11,787,425

592,372

△ 317,231 275,140

7,689,469

△ 6,321,473 1,367,996

2,134,862

△ 1,666,549 468,312

4,890,040

22,548

△ 18,091 4,457

24,964,849

２

3,889

278

15,431

19,598

３

5,009

2,975,975

474,511

3,455,494

28,439,941

Ⅱ

1,572,553

341,402

3,523,767

4,320,409

220

4,091

9,762,442

38,202,383資 産 合 計

未 収 入 金

有 価 証 券

た な 卸 資 産

前 払 費 用

未 収 収 益

流 動 資 産 合 計

現 金 及 び 預 金

電 話 加 入 権

水 道 施 設 利 用 権

ソ フ ト ウ ェ ア

無 形 固 定 資 産 合 計

投 資 そ の 他 の 資 産

長 期 性 預 金

投 資 有 価 証 券

敷 金 及 び 保 証 金

投資その他の資産合計

固 定 資 産 合 計

流 動 資 産

無 形 固 定 資 産

減 価 償 却 累 計 額

構 築 物

減 価 償 却 累 計 額

機 械 及 び 装 置

減 価 償 却 累 計 額

工具、器具及び備品

減 価 償 却 累 計 額

図 書

車 両 運 搬 具

減 価 償 却 累 計 額

有 形 固 定 資 産 合 計

建 物

１．平 成 ２５ 会 計 年 度 予 定 貸 借 対 照 表
(平成26年3月31日）

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

土 地



負　　債　　の　　部

Ⅰ

6,616,703

210

666

206,141

853,602

691,006

8,368,330

Ⅱ

4,299,873

20,536

2,748,205

176,654

74,979

1,275,681

760,756

816

269,156

9,626,655

17,994,985

拠　　出　　の　　部

Ⅰ

19,844,552

Ⅱ

9,715,285

△   11,128,409

1,268,817

504,875

360,568

Ⅲ

2,278

2,278

20,207,399

38,202,383

前 受 金

固 定 負 債

資 産 見 返 補 助 金 等

資 産 見 返 負 担 金

資 産 見 返 給 付 金

資 産 見 返 寄 附 金

退 職 給 付 引 当 金

学生数等減少準備引当金

固 定 負 債 合 計

流 動 負 債

資 産 見 返 補 助 金 等

資 産 見 返 寄 附 金

拠 出 剰 余 金

預 り 寄 附 金

預 り 金

未 払 金

未 払 費 用

未 払 消 費 税 等

賞 与 引 当 金

流 動 負 債 合 計

負 債 合 計

拠 出 金

政 府 拠 出 金

負 債 拠 出 合 計

拠 出 剰 余 金

損益外減価償却累計額

特 別 修 繕 準 備 金

放送大学教育振興基金

拠 出 剰 余 金 合 計

利 益 剰 余 金

当 期 未 処 分 利 益

利 益 剰 余 金 合 計

拠 出 合 計



 （単位：千円）
Ⅰ

5,606,378

632,305

32,579

5,352,704

30,512

71,913

2,527,514

168

26,463

3,023

38,383 41,406

116,126

14,438,068

Ⅱ

13,896,567

671,501

14,568,068

△ 130,000

Ⅲ

208,085

25

51

208,162

Ⅳ

208,162

208,162

△ 130,000

130,000

0

固 定 資 産 除 却 損

臨 時 損 失 合 計

当 期 純 利 益

特別修繕準備金取崩額

当 期 総 利 益

臨 時 損 失

経 常 費 用

業 務 費

一 般 管 理 費

経 常 費 用 合 計

経 常 利 益

臨 時 利 益

資産見返補助金等戻入

資 産 見 返 負 担 金 戻 入

資 産 見 返 寄 附 金 戻 入

臨 時 利 益 合 計

経 常 収 益 合 計

運 営 費 補 助 金 等 収 益

受 託 研 究 収 益

寄 附 金 収 益

資 産 見 返補助 金等 戻入

資 産 見 返 負 担 金 戻 入

資 産 見 返 寄 附 金 戻 入

財 務 収 益

受 取 利 息

有 価 証 券 利 息

雑 益

検 定 料 収 益

２．平 成 25 会 計 年 度 予 定 損 益 計 算 書
(自　平成25年4月1日　至　平成26年3月31日）

経 常 収 益

授 業 料 収 益

入 学 金 収 益



 



資　　産　　の　　部
（単位：千円）

Ⅰ

１

5,600,888

17,321,611

△ 4,843,289 12,478,322

614,694

△ 299,321 315,373

7,636,346

△ 5,558,601 2,077,745

2,198,441

△ 1,551,834 646,607

5,043,624

22,548

△ 15,832 6,716

128,730

26,298,005

２

3,889

448

266,883

271,220

３

5,009

2,975,975

474,511

3,455,494

30,024,720

Ⅱ

1,598,159

341,402

3,523,767

4,320,409

220

4,091

9,788,048

39,812,769

建 物

３．平 成 ２４ 会 計 年 度 予 定 貸 借 対 照 表
(平成25年3月31日）

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

土 地

有 形 固 定 資 産 合 計

減 価 償 却 累 計 額

構 築 物

減 価 償 却 累 計 額

機 械 及 び 装 置

減 価 償 却 累 計 額

工具、器具及び備品

減 価 償 却 累 計 額

図 書

車 両 運 搬 具

減 価 償 却 累 計 額

建 設 仮 勘 定

流 動 資 産

無 形 固 定 資 産

電 話 加 入 権

水 道 施 設 利 用 権

ソ フ ト ウ ェ ア

無 形 固 定 資 産 合 計

投 資 そ の 他 の 資 産

長 期 性 預 金

投 資 有 価 証 券

敷 金 及 び 保 証 金

投資その他の資産合計

固 定 資 産 合 計

流 動 資 産 合 計

資 産 合 計

現 金 及 び 預 金

未 収 入 金

有 価 証 券

た な 卸 資 産

前 払 費 用

未 収 収 益



負　　債　　の　　部

Ⅰ

7,146,933

403

666

175,753

128,730

750,132

691,006

8,893,624

Ⅱ

4,299,873

20,536

2,748,205

176,654

74,979

1,275,681

760,756

816

268,232

9,625,731

18,519,355

拠　　出　　の　　部

Ⅰ

19,844,552

Ⅱ

9,578,012

△   10,035,121

1,398,817

504,875

1,446,583

Ⅲ

2,278

(0)

2,278

21,293,414

39,812,769負 債 拠 出 合 計

拠 出 剰 余 金 合 計

利 益 剰 余 金

当 期 未 処 分 利 益

（うち当期総利益）

利 益 剰 余 金 合 計

拠 出 合 計

放送大学教育振興基金

賞 与 引 当 金

流 動 負 債 合 計

負 債 合 計

拠 出 金

政 府 拠 出 金

拠 出 剰 余 金

拠 出 剰 余 金

損益外減価償却累計額

特 別 修 繕 準 備 金

未 払 消 費 税 等

退 職 給 付 引 当 金

学生数等減少準備引当金

固 定 負 債 合 計

流 動 負 債

資 産 見 返 補 助 金 等

資 産 見 返 寄 附 金

前 受 金

預 り 寄 附 金

預 り 金

未 払 金

未 払 費 用

預 り 補 助 金 等

固 定 負 債

資 産 見 返 補 助 金 等

資 産 見 返 負 担 金

資 産 見 返 給 付 金

資 産 見 返 寄 附 金



 （単位：千円）
Ⅰ

5,471,704

592,764

30,738

5,776,836

40,224

67,073

2,506,251

168

168

22,286

3,006

38,296 41,302

115,144

14,664,658

Ⅱ

13,988,705

675,953

14,664,658

0

Ⅲ

208,085

25

51

208,162

Ⅳ

208,162

208,162

0

0

固 定 資 産 除 却 損

臨 時 損 失 合 計

当 期 純 利 益

当 期 総 利 益

臨 時 損 失

経 常 費 用

業 務 費

一 般 管 理 費

経 常 費 用 合 計

経 常 利 益

臨 時 利 益

資産見返補助金等戻入

資 産 見 返 負 担 金 戻 入

資 産 見 返 寄 附 金 戻 入

臨 時 利 益 合 計

経 常 収 益 合 計

運 営 費 補 助 金 等 収 益

受 託 研 究 収 益

寄 附 金 収 益

資 産 見 返補助 金等 戻入

資 産 見 返 負 担 金 戻 入

資 産 見 返 給 付 金 戻 入

資 産 見 返 寄 附 金 戻 入

財 務 収 益

受 取 利 息

有 価 証 券 利 息

雑 益

検 定 料 収 益

４．平 成 ２４ 会 計 年 度 予 定 損 益 計 算 書
(自　平成24年4月1日　至　平成25年3月31日）

経 常 収 益

授 業 料 収 益

入 学 金 収 益
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５．業 務 報 告 書 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

放 送 大 学 学 園 
 
 



 



  

 1

Ⅰ 放送大学学園の概要 
 
      事 業 内 容          １ 放送大学を設置し，これを運営すること 

２ 放送大学の教育に必要な放送を行うこと 
３ その他必要な業務を行うこと 

 
      事務所の所在地    千葉県千葉市美浜区若葉２丁目１１番地 
 
   役員の定数等  
       定数：理事７人以上９人以内（うち常勤６人以内），監事２人（うち非常勤１人） 

（平成２５年３月１日現在） 

氏  名 役  職 任  期 経  歴 

白 井 克 彦 理 事 長 平成23年 4月 1日～ 平成25年 3月31日 

昭和50年 4月 早稲田大学教授 
平成14年11月 早稲田大学総長 
平成23年 4月 放送大学学園理事長 

岡 部 洋 一 理事（学長） 平成23年 5月 1日～ 平成27年 4月30日 

平成元年12月 東京大学教授 
平成18年 4月 放送大学教授 
平成21年 4月 放送大学学園理事・副学長 
平成23年 5月 放送大学長 

大 西 珠 枝 理 事 平成23年10月 1日～ 平成25年 9月30日 

昭和53年 4月 文部省入省 
平成20年 7月 京都大学理事・副学長 
平成22年 8月 放送大学学園理事 

栗 山 芳 孝 理 事 平成23年10月 1日～ 平成25年 9月30日 

昭和50年 4月 三井物産株式会社入社 
平成21年 4月 三井物産株式会社理事北海道 
       支社長 
平成23年10月 放送大学学園理事 

河 内 正 孝 理 事 平成23年10月 1日～ 平成25年 9月30日 

昭和53年 4月 郵政省入省 
平成20年 7月 総務省大臣官房総括審議官 
平成22年 7月 放送大学学園理事 

二 宮  皓 理 事 平成23年 5月30日～  平成25年 3月31日 

平成 6年 4月 広島大学教授 
平成21年 4月 放送大学特任教授（広島学習セン

ター所長） 
平成23年 4月 放送大学副学長・教授 
平成23年 5月 放送大学学園理事 

蟻 川 芳 子 理事（非常勤） 平成23年10月 1日～ 平成25年 9月30日 

昭和62年 4月 日本女子大学教授 
平成21年 4月 学校法人日本女子大学理事長・ 

日本女子大学学長 
平成21年10月 放送大学学園理事（非常勤） 

香 川   征 理事（非常勤） 平成24年8月31日～   平成25年 9月30日 

昭和63年 9月 徳島大学教授 
平成22年 4月 徳島大学長 
平成24年 8月 放送大学学園理事（非常勤） 

山 村 裕 義 理事（非常勤） 平成23年10月 1日～ 平成25年 9月30日 

平成11年 4月 日本放送協会理事 
平成15年 6月 株式会社ＮＨＫ文化センター 

代表取締役社長 
平成19年10月 放送大学学園理事（非常勤） 

上 條 哲 男 監 事 平成23年10月16日～ 平成25年10月15日 
昭和63年 4月 上智大学教授 
平成20年 5月 放送大学学園監事 

清 水 幹 裕 監事（非常勤） 平成23年10月 1日～ 平成25年 9月30日 
昭和50年 4月 弁護士 
平成21年10月 放送大学学園監事（非常勤） 
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   教員及び職員の数      教員：１１４人 
 職員：２６４人  

  
   沿      革   昭和５６年  ７月 放送大学学園設立 
              昭和５８年  ４月 放送大学設置 
              昭和５９年１０月 東京放送局免許 
              昭和５９年１２月 前橋放送局免許 
              昭和６０年  ４月 関東地方の一部において，テレビ（地上アナログ放送）・ラジオに 

よる授業放送を開始するとともに学生を受入れ 
              平成  ２年１０月 関東地方以外において，順次ビデオ・オーディオテープを 

利用した授業等を行うとともに学生を受入れ 
              平成１０年  １月 衛星（ＣＳ）放送による授業番組等の全国放送の開始 
              平成１０年１０月 全国の学習センターで全科履修生の受入れ開始 
              平成１３年  ４月 放送大学大学院設置 
              平成１４年  ４月 放送大学大学院学生受入れ 
              平成１５年１０月 特殊法人から特別な学校法人へ移行 
              平成１８年１２月 地上デジタル放送開始（放送エリアは地上アナログ放送と同様） 
              平成２１年  ６月 ＢＳデジタル放送の委託放送業務の認定 
              平成２３年  ７月 地上アナログテレビ放送の終了 
              平成２３年１０月 ＢＳデジタル放送による授業番組等の全国放送の開始 
              平成２４年  ３月 ＣＳ放送の終了 
             
   設立に係る根拠法  放送大学学園法（平成１４年１２月１３日法律第１５６号） 
 
   主 管 省 庁 名  文部科学省，総務省 
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   審 議 等 機 関   名  称    評議員会 
             業務内容   ・ 理事長の諮問に応じ，放送大学学園の業務の運営に関する重要事項 
                      について審議する。 
                   ・  放送大学学園の業務の運営につき，理事長に対して意見を述べる。 
             構 成 員   【定数：２０～２７人 現員：２７人】  

（平成２５年３月１日現在） 

氏  名 職   名   等 

安 部 恵美子 
蟻 川 芳 子 
飯 野 正 子 
内 海 房 子 
浦 野 光 人 
岡 部 洋 一 
小 野 鐵 雄 
香 川   征 
來 生   新 
君和田 正 夫 
木 村 信 哉 
白 井 克 彦 
新 山 賢 治 
清 家   篤 
瀧 本   寛 
武 田 岳 彦 
鳥 居 元 吉 
南 雲 光 男 
二 宮   皓 
羽 入 佐和子 
樋 口 修 資 
茂 木 友三郎 
甕   昭 男 
山 田 信 博 
山 村 裕 義 
吉 田 和 文 
吉 田 光 男 

日本私立短期大学協会副会長（長崎短期大学学長） 
学校法人日本女子大学理事長・日本女子大学学長 
津田塾大学学長 
独立行政法人国立女性教育会館理事長 
株式会社ニチレイ代表取締役会長 
放送大学長 
前放送大学同窓会連合会会長 
一般社団法人国立大学協会副会長（国立大学法人徳島大学長） 
放送大学副学長 
公益財団法人民間放送教育協会理事長（株式会社テレビ朝日相談役） 
一般社団法人日本民間放送連盟専務理事 
放送大学学園理事長 
日本放送協会理事 
日本私立大学団体連合会会長（慶應義塾長） 
千葉県教育委員会教育長 
社団法人日本ＰＴＡ全国協議会会長 
一般社団法人日本新聞協会専務理事 
日本サービス・流通労働組合連合顧問 
放送大学副学長 
国立大学法人お茶の水女子大学長 
明星大学教授 
キッコーマン株式会社取締役名誉会長・取締役会議長 
一般財団法人テレコムエンジニアリングセンター理事長 
国立大学法人筑波大学長 
株式会社ＮＨＫ文化センター経営主幹 
放送大学学園事務局長 
放送大学副学長 
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Ⅱ 事業の実施状況 
 
 １ 放送大学を設置し，これを運営することに関する事項 
 
 （１）学生の募集等  
 
   下記のとおり，平成２４年度第２学期学生募集を行った。                     （単位：人） 

区    分 入学定員 募 集 期 間 等 

教養学部 
第２学期 全科履修生 15,000 （ネット出願） ６月 １日～８月３１日 

（郵送出願） ６月１５日～８月３１日 第２学期 選科履修生 科目履修生 40,000 

大学院 
文化科学研究科 第２学期 修士選科生 修士科目生 11,000 （ネット出願） ６月 １日～８月３１日 

（郵送出願） ６月１５日～８月３１日 

 
   下記のとおり，平成２５年度第１学期学生募集を行った。                     （単位：人） 

区    分 入学定員 募 集 期 間 等 

教養学部 
第１学期 全科履修生 15,000 （ネット出願）１１月１５日～２月２８日 

（郵送出願）１２月  １日～２月２８日 第１学期 選科履修生 科目履修生 40,000 

大学院 
文化科学研究科 

修士全科生  500 

(8/17～8/31募集) 
10/7    第１次選考  (筆記試験) 
11/24,25  第２次選考  (面接試問) 
12/14   最終合格者決定 

第１学期 修士選科生 修士科目生 11,000 （ネット出願）１１月１５日～２月２８日 （郵送出願）１２月  １日～２月２８日 

   このほか平成２４年度集中科目履修生の募集を５月１日～３１日の間行った。  
 
  （入学者数推移） 
  〔学  部〕                                           （単位：人） 

年  度 
２０年度 ２１年度 ２２年度 ２３年度 ２４年度 

１学期 ２学期 １学期 ２学期 １学期 ２学期 １学期 ２学期 １学期 ２学期 

全科履修生 6,395 3,244 6,909 3,554 7,790 3,948 7,739 4,159 7,963 4,448 

選科履修生 11,935 5,323 11,498 5,735 11,826 5,621 11,241 5,779 11,866 6,228 

科目履修生 5,574 6,641 6,094 7,407 7,071 8,326 7,350 8,636 7,290 7,838 

特別聴講学生 1,908 4,292 1,909 3,758 1,558 3,560 1,360 3,762 1,520 3,626 

 
  〔大学院〕                                           （単位：人） 

年   度 
２０年度 ２１年度 ２２年度 ２３年度 ２４年度 

１学期 ２学期 1学期 ２学期 1学期 ２学期 １学期 ２学期 １学期 ２学期 

修士全科生 475 428 407 403 394 

修士選科生 2,743 823 2,692 895 2,674 879 2,543 982 2,632 1,062 

修士科目生 969 992 830 993 798 934 666 875 706 890 

特別聴講学生 0 3 0 0 0 0 0 0 0 0 
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（２）学生の教育等  
 
   ① 平成２４年度第１学期の在学者（学部７９，８３２人，大学院５，４４２人）及び平成２４年度第２学期の在学者（学

部８３，１９４人，大学院５，７０７人）に対して放送授業，面接授業，通信指導，研究指導，単位認定試験等を下記
のとおり実施した。 

放送授業 

 
・平成２４年 ４月１日～ ４月２８日 
                     １５週間  
 平成２４年 ５月６日～ ７月２１日 
 
・平成２４年１０月１日～１２月２８日 
                     １５週間  
 平成２５年 １月５日～ １月２０日 
 
・第１学期，第２学期ともに，学部２７０科目，大学院７１科目を放送  
 

なお，平成２４年４月２９日～５月５日及び平成２４年１２月２９日～２５年１月４日を「ゆ
とりの期間」として，また，平成２４年７月２２日～９月３０日及び平成２５年１月２１日～３
月３１日を「集中放送授業期間」として特別講義を放送するほか，授業番組の一部を再放送   
集中放送授業期間，ゆとりの期間（年末・年始）には，「司書教諭資格取得に資する科目」（
５科目），「看護師資格取得に資する科目」（６科目），「教員免許更新講習に関する科目」（
７科目）を放送  
 

面接授業 

・学習センター等で直接教員（客員・非常勤教員を含む）が指導を実施（スクーリング） 
・面接授業は以下の期間で１科目８５分の授業を８回実施 
 第１学期：平成２４年 ４月１８日（水）～平成２４年８月５日（日） 
 第２学期：平成２４年１０月１７日（水）～平成２５年２月３日（日） 
・延べ３，０３９クラスの面接授業を実施 

通信指導 

・放送授業科目について，学期の途中に１回，一定範囲の問題を出題し，その添削を実施（通信指導の
評価の結果によって単位認定試験の受験資格が与えられる） 
・通信指導提出期限：平成２４年 ６月 ５日（第１学期） 
          平成２４年１１月３０日（第２学期） 
         〔平成２４年 ８月１７日（集中科目履修生）〕 

研究指導 
（大学院） 

・研究指導を行い，第２年次の学生は修士論文等の審査を実施  

単位認定試験 

・教養学部       平成２４年７月２５日～ ８月 １日（第１学期） 
            平成２５年１月２４日～ １月３１日（第２学期） 
・集中科目履修  
「司書教諭資格取得に資する科目」 平成２４年１０月１９日 単位認定レポート提出期限 
「看護師資格取得に資する科目」  平成２４年 ９月２８日，２９日  
 
・大学院文化科学研究科 平成２４年７月２２日～２４日（第１学期） 
            平成２５年１月２２日～２３日（第２学期） 

 
 また，学部において４，５０３人の卒業認定，大学院修士課程において３１３人の修了認定を行った。  

 
  （学部卒業者数推移） 

２２年度 ２３年度 
２４年度 

２４年度末累計 
第１学期 第２学期 計 

４，９１２人 ４，５４４人 １，５９２人 ２，９１１人 ４，５０３人 ７４，７６８人 
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  （大学院修了生数）  

２２年度 ２３年度 
２４年度 

２４年度末累計 
第１学期 第２学期 計 

３５６人 ３８０人 ２人 ３１１人 ３１３人 ３，８５７人 

 
   ② 専修免許状，特別支援学校の教諭免許状，栄養教論免許状，看護師資格取得など各種資格の取得に資する教育を実施

した。 
     
   ③ 特定の科目群を履修し単位取得した学生に，認証状を発行・授与する科目群履修認証制度の認証プランの改善を図っ  

た。  
     
   ④ 他大学等との単位互換・連携協力を，平成２４年度末までに下記のとおり実施している。  

単位互換 連携協力 

学部 大学院 専修学校 高等学校 

３７０校 ７校 ２４校 １４校 

     
   ⑤ 教員免許更新講習を開設し，下記のとおり夏期及び冬期に講習を実施した。  

   夏期 受講者数 ４，２７７人   冬期 受講者数 ２，２０８人  
 

⑥ 第２６回ＡＡＯＵ（アジア公開大学連合）年次大会を主催し，アジアをはじめ世界２２の国や地域から２９０名の参
加があり，講演，論文発表や関係者との交流等を通じて，世界の遠隔教育の最新情報を得た。また，ドバイで開催さ
れたＩＣＤＥ-ＳＣＯＰ会議（国際遠隔教育評議会機関長会議）及びソウルで開催された第４回日中韓セミナーに参加
し，遠隔教育の直面する課題に対する議論等を通じて，各国との相互交流を図った。  
 
 

（３）教材の作成  
 
   ① 平成２５年度に新たに開設する授業科目学部５０科目，大学院１４科目について，放送教材及び印刷教材を作成する

とともに，特別講義１３番組を制作した。  
 

   ② 特別講義２番組について，番組に連動したデータ放送用コンテンツを制作した。 
 
   ③ 授業科目１８科目等の番組について字幕を付与した。  
 
   ④ 放送教材の二次利用等の円滑化に資するため，教材作成段階において著作権処理について十分配慮するとともに，著

作権処理データベースを運用し，効率的に著作権処理業務を行った。 
 
   ⑤ 放送教材の作成経費について，執行プロセスを厳格に管理した。 
 
 
（４）学習センターの運営  
 
   ① 学習センターにおいて，延べ３，０３９クラスの面接授業を実施した。 
     また，学生間の交流や学習意欲を促進するため，サークル活動や教員によるミニ講座等に供するなど講義室の有効活

用を図った。  
 
   ② 各学習センターにおいて下記の日程で単位試験を実施した。  
     ・教養学部             平成２４年７月２５日～８月 １日（第１学期） 
                       平成２５年１月２４日～１月３１日（第２学期） 
     ・集中科目履修生  
      「司書教諭資格取得に資する科目」 平成２４年１０月１９日 単位認定レポート提出期限 
      「看護師資格取得に資する科目」  平成２４年 ９月２８日，２９日 
 
     ・大学院文化科学研究科        平成２４年７月２２日～２４日（第１学期） 
                       平成２５年１月２２日～２３日（第２学期） 
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   ③ 各学習センターにＤＶＤ，ＣＤ等の放送教材を配架し，再視聴学習機会の提供を行った。  
 
   ④ 各学習センターにおいて，図書の貸出，学習相談，証明書の発行等の学生サービス業務を行った。  
 
   ⑤ 各学習センターにおいて，当該地域の広報活動及び学生募集活動を行った。 
 
 
（５）施設設備の整備  
 
 ① 教育研究に必要な視聴設備の整備を進めるとともに，図書・学術雑誌の充実を図った 

 
② 東京世田谷学習センター廃止に伴う建物解体を行い，国より貸与されていた敷地を平成２４年８月
１０日に返還した。 
 
③ 東京都渋谷区に学習センターを設置した。  

 
 
（６）授業評価の実施  
 

授業内容の質的な充実を図るため，学生等による授業評価を実施した。 
また，学部・大学院の教育方法改善を図るため，ＦＤ（Faculty Development）講演会を実施した。 

 
 
（７）ＩＣＴ活用教育の推進  
 
   ① ＩＣＴ活用教育のための教材開発や授業実施のための情報提供等を行い，大学等における教育の質向上とＩＣＴ     
    活用教育の導入・推進を図った。 

・大学及びＩＣＴ活用・遠隔教育センターにて，著作権セミナー，ＦＤセミナーなどを実施した。  
・大学に提供しているツール・システムの普及と必要な機能を拡張した。 
・オンライン学習大学ネットワークを介した大学間のｅラーニング教材等の共有化を推進した。 
 

   ② 学生の情報リテラシー向上のため，面接授業等による情報リテラシー教育を実施した。 
 
   ③ 海外のＩＣＴ活用教育推進機関などと連携するとともに，２月に「放送大学ＣＯＤＥ国際セミナー」を開催した。  

 
   ④ 学習資源の収集・提供システムの機能向上を行い，国内外の学習資源の流通・共有化を図った。 
 
   ⑤ 総合研究大学院大学との連携を図り，同大学文化科学研究科メディア社会文化専攻に現に在籍する大学院生の指導を

通じて，この分野における人材育成に協力した。  
 
 
（８）東日本大震災への対応  
 ・被災学生に対して，授業料等の免除措置等を講じるとともに，奨学金等を配布した。（採択人数：第１学期８人 第２   
  学期５人）（平成２４年度支出分）  

   ・放送大学学園における「東日本大震災」への対応について，報告書をまとめた。  
 
 
２ 大学における教育に必要な放送の実施に関する事項 
 
（１）放送の実施  

地上デジタルテレビ放送（東京放送局及び前橋放送局）,ＦＭ放送（東京放送局及び前橋放送局），ＢＳデジタルテレビ
放送及びラジオ放送により，次のように授業番組等を放送した。 
 また，地上デジタルテレビ放送及びＢＳデジタルテレビ放送においては，ハイビジョン放送，マルチ編成及びデータ放送
を実施した。 
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   ① 番組編成期間及び放送時間  
    ・地上デジタルテレビ放送第１チャンネル,ＢＳデジタルテレビ放送第１チャンネル,ＢＳデジタルラジオ放送，及びＦ

Ｍ放送 

番組編成期間 放  送  時  間 

放送授業期間 
（第１学期） 
 平成２４年 ４月１日～ ４月２８日 
 平成２４年 ５月６日～ ７月２１日 
 
（第２学期）  
平成２４年１０月１日～１２月２８日 
 平成２５年 １月５日～ １月２０日 

【テレビ】 
日曜及び月曜 午前６時から翌午前０時１５分まで 
火曜     午前６時から翌午前２時１５分まで 
水曜から土曜 午前５時１５分から翌午前２時１５分まで 
 
【ラジオ】 
日曜及び月曜 午前６時から翌午前０時１５分まで 
火曜から土曜 午前６時から翌午前０時まで 

 ゆとりの期間 
 平成２４年 ４月２９日～ ５月 ５日 
 平成２４年１２月２９日～２５年１月４日 
 
 集中放送授業期間 
 平成２４年 ７月２２日～ ９月３０日 
 平成２５年 １月２１日～ ３月３１日 

日曜及び月曜 午前６時から翌午前０時１５分まで 
 
火曜から土曜 午前６時から翌午前０時まで 

 
    ・地上デジタルテレビ放送第２チャンネル・第３チャンネル及びＢＳデジタルテレビ放送第２チャンネル・第３チャン

ネル  
番組編成期間及び放送時間 

午後1時から午後2時30分まで 
       毎日                 及び 

午後8時45分から午後11時まで 
 
 
   ② 番組の種類  

番  組  名 番  組  内  容 

授
業
番
組 

授業番組 放送大学が放送教材として使用する番組 

特別講義 
各学問分野等の第一人者が，それぞれの専門について，自由にあるいはさら

に深く掘り下げて講義する番組 

告
知
番
組 

大学の窓 大学からの各種お知らせや学習に役立つ情報を提供する番組 

特別番組 学習を進める上で参考になる話題，行事などをさまざまな形で放送する番組 

あなたの知りたい放送大学 学部及び研究科の内容，科目選択の方法等を紹介する番組 

もう一度みたい名講義 

～放送大学アーカイブス～ 

過去の名講義を改めて紹介することで，放送大学で学ぶことの意義と魅力を

伝える番組 

 
 
（２）放送設備の整備  
   安定した放送を確保するため，地上デジタル放送主調整室の補修，テレビ番組送出サーバーの整備等を行うとともに，幕
張演奏所，送信所（東京，前橋）及び中継所（花見川，菖蒲，桐生）の設備の管理・保全を実施した。また，地上アナログ
放送及びＣＳ放送終了に伴う，設備の撤去及び改修を行った。 
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（３）放送事故  
    地上デジタルテレビ放送及びＢＳデジタルテレビ放送の第３チャンネルで放映した字幕付与番組について，字幕の異内容

送出事故が発生（９分３０秒）し，当該番組中の字幕送出を停止（３５分３０秒）した。これについては，当該番組放送中
に字幕でことわりを送出するとともに，後日，お詫び及び次回放送のお知らせをホームページに掲載した。 

 
 
３ 前２号に掲げる業務に附帯する業務に関する事項 
 
（１）広報活動の実施  
     各種広報資料の作成・配布，公開講演会の開催，新聞・雑誌・テレビ・インターネットを利用した広報を行うととも

に，各種行事に参加した。 
また，効果的な広報戦略に資するため，学生確保戦略を策定し，広報活動体制の充実，学園本部と学習センターと
の連携協力体制の強化等を行った。 

      
① 放送大学の周知に係る広報活動 

     ・ホームページの充実 
     ・各種行事への参加 
     ・公開講演会（各学習センター）の実施（計３５９回）（平成２５年３月１日現在） 
     ・図書館所蔵コレクション展の実施（山形県，鳥取県） 
 
   ② 学生募集に係る広報活動 
     ・学生募集ポスター，学生募集リーフレット，その他広報資料の作成 
     ・新聞，テレビ，雑誌，インターネット等のメディアを活用した学生募集広告の実施 
       テレビＣＭ 各地方局及びケーブルテレビ局等 
       新聞広告  読売，日経新聞等 
     ・学生サポートセンターによる資料請求者へのフォローコールの実施 
     ・オープンキャンパス及び個別相談会（各学習センター）の実施 
     ・生涯学習センター等公共機関への資料配付協力要請  
     ・関係府省庁の刊行物，各自治体広報誌及びホームページの活用 
 
 
（２）調査研究の実施  
 
   ① 視聴状況調査  
      放送番組の編成に対する視聴者ニーズや一般的な視聴・受信状況の把握に資する調査を実施し，その結果の活用を

図った。 
 
   ② 総合的なメディア活用の在り方に関する調査研究   

在学生及び一般視聴者について，放送番組のＢＳデジタル放送での視聴状況等を調査し，現状把握を行った。この
結果を踏まえ，更なる学生への周知活動を行うとともに，ケーブルテレビ事業者に対して再放送の働きかけを行った。  
 

 
（３）事務電算システムの運用等  
 
   ① 各種業務システム等の運用・管理 
      人事・給与システム，財務・会計システム，教務情報システム（システムWAKABA），図書システム，大学院研究指

導支援システム，情報基盤システム，電子会議システム，文書管理システム等の運用・管理を行った。 
 

② 財務会計システムの更新  
財務会計システムについては，事務手続きの見直しを実施し，より効率的な運用及び保守を図るためシステムの

更新を行った。  
 
（４）インターネット配信  

学生の利便性の向上等に資するため，放送による授業の補完として，ラジオ授業科目のうち１６１科目（夏季集中科
目７科目を含む）について，インターネット配信を実施した。また，テレビ授業科目のうち１１２科目（夏期集中科目
４科目を含む。）について，インターネット配信実験を実施した（うち，字幕付与科目は４２科目。）。 
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４ その他学園の行う業務に関する事項 
 

・ 学生等の受信環境の向上を図るため，ケーブルテレビ事業者による再放送の拡充を図った。 
 

・ 広報・学生募集活動の改善案，番組制作のあり方，学習センターのあり方について，第三者による経営評価の
結果を踏まえ，平成２０年度に検討した見直し方策に沿って，番組制作の質の改善のため必要な措置を講じる
とともに，平成２３年度に引き続き学習センター職員の再配置等を行った。 
 

・ ＩＣＴ活用教育推進事業については，事業の内容や効果を精査・検証を行うとともに，既存組織・人員の活用
などにより，実施体制の効率化を図った。 



 

 

 
 
 
 

６．他の団体等に対して出資を行う場合における当該団体等の名称等 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

該当なし 
 



 



７．平 成 ２ ５ 会 計 年 度 収 入 支 出 予 算 （案）

（単位：千円）

前 年 度 平成25年度 前 年 度 平成25年度

予 算 額 予 算 額 予 算 額 予 算 額

(款)事業収入

(項)授業料及入学検定料 6,095,206 6,271,262 176,056 (項)管理経費 953,508 962,534 9,026

(款）事業外収入

(項)雑収入 223,519 229,445 5,926 (項)教材作成等事業費 2,881,094 2,856,526 △ 24,568

(款)特別修繕準備金受入

(項)特別修繕準備金受入 - 130,000 130,000 (項)教育研究費 8,418,792 8,173,058 △ 245,734

(款）補助金収入

(項)国庫補助金 8,098,178 7,439,836 △ 658,342 (項)放送事業費 2,163,509 1,948,425 △ 215,084

(款）受託収入

　(項)受託収入 40,224 30,512 △ 9,712 (項)特別修繕費 - 130,000 130,000

(項)受託研究等事業費 40,224 30,512 △ 9,712

14,457,127 14,101,055 △ 356,072 14,457,127 14,101,055 △ 356,072合　　　　　　計合　　　　　　計

科　　　　　　　　　目

支　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　出

比 較
増 △ 減 額

収　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　入

比 較
増 △ 減 額

 科　　　　　　　　　目


